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本資料の目的 

1. サステナビリティ基準委員会（以下「当委員会」という。）は、第 7回サステナビリティ

基準委員会（2023 年 1月 18 日開催）において、国際サステナビリティ基準審議会（以下

「ISSB」という。）の S1 基準1に相当する基準（日本版 S1 基準）の開発を当委員会の審

議テーマとすることを決定した。 

2. ISSB において S1 基準が確定されていない状況であるものの、確定基準が公表されるま

での間に可能な範囲で検討を進めておくことが適切と考えられること、また、当委員会

における基準の開発状況について明示することにより、国内外の関係者の予見可能性が

高まると考えられることから、当委員会は、現時点において想定される主な論点の一覧

（論点リスト）を作成している（審議事項(1)-1 参照）。 

3. 本資料は、S1 プロジェクトの論点リストのうち、【論点 1-6】法令により開示が禁止され

ている事項と準拠表明について検討することを目的としている。 

事務局による提案の要約 

4. 本論点における事務局の提案を要約すると以下のとおりである。 

(1) S1 基準案第 62 項、第 91 項及び第 92 項と整合的に、これらの定めを日本版 S1 基準

に受け入れる。（後述の第 13 項から第 14 項参照） 

論点の概要 

（ISSB の公開草案における提案） 

5. S1 基準案第 62 項では、IFRS サステナビリティ開示基準で要求される情報が、現地の法

令によって開示を禁止されている場合には、開示する必要はない旨が提案されていた。

また、この定めを利用する企業は、IFRS サステナビリティ開示基準の準拠を主張するこ

と（S1 基準案第 91 項）を妨げられない旨が、S1基準案第 92項において提案されていた。 

                                                   
1 本資料では、ISSB の公開草案「IFRS S1 号『サステナビリティ関連財務情報の開示に関する全般的要

求事項』」を「S1 基準案」といい、確定した基準を「S1 基準」という。 
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（和文は事務局による仮訳） 

62 An entity need not disclose information otherwise required by an IFRS Sustainability 

Disclosure Standard if local laws or regulations prohibit the entity from disclosing that 

information. If an entity omits material information for that reason, it shall identify the type 

of information not disclosed and explain the source of the restriction. 

 企業は、IFRS サステナビリティ開示基準で要求される情報が、現地の法令によっ

て開示することを禁止されている場合には、開示する必要はない。企業は、その理

由により重要性がある（material）情報を省略する場合、開示しない情報の種類を

識別し、その制約の源泉を説明しなければならない。 

91 An entity whose sustainability-related financial disclosures comply with all of the 

relevant requirements of IFRS Sustainability Disclosure Standards shall include an 

explicit and unqualified statement of compliance. 

 サステナビリティ関連財務開示が、IFRS サステナビリティ開示基準のすべての関

連する要求事項に準拠する企業は、その準拠の旨の明示的かつ無限定の記述を含

めなければならない。 

92 Paragraph 62 relieves an entity from disclosing information otherwise required by an IFRS 

Sustainability Disclosure Standard if local laws or regulations prohibit the entity from 

disclosing that information. An entity using that relief is not prevented from asserting 

compliance with IFRS Sustainability Disclosure Standards. 

 第 62項は、IFRS サステナビリティ開示基準により要求される情報が、現地の法令

によって企業が開示することが禁止されている場合に、企業がその情報を開示す

ることを救済している。この救済措置を利用する企業は、IFRS サステナビリティ

開示基準の準拠を主張することを妨げられない。 

（当委員会からのコメント） 

6. 当委員会は、ISSB に対し、一般的に不利とされるサステナビリティ関連財務情報につい

て、その開示が禁止されている法域とそうでない法域が仮にあった場合、後者の法域で

活動する企業に不利な状況が生じ、サステナビリティ開示基準を適用することの便益を

損なう可能性があるため、例えば、IFRS サステナビリティ開示基準に準拠することで環

境又は人権に著しい不利益が生じる場合にのみ例外を認めるとするなど、法令により開

示が禁止されている事項について、一定の制約を課すべきとのコメントを行った。 

（ISSB の再審議の状況） 

7. 本論点について、ISSB による再審議は行われなかった。 

事務局による検討 

（「法令により開示が禁止されている事項」の取扱いに対する ISSB の考え方） 

8. S1 基準案では、「法令により開示が禁止されている事項」についての取扱いが定められ

ている一方で、S1 基準案の結論の根拠において、その取扱いを定めた背景や根拠は記載

されていない。 
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（当委員会からコメントした事項の整理） 

9. 一般的に、サステナビリティ関連財務情報の各項目については、関連性(relevance)があ

ることが前提とされているため、特定の項目を開示する企業にとって有利になるものと、

不利になるものとがあると考えられる。ある法域において、特定の項目を開示すること

が当該法域内の企業と当該法域外の企業を比較した場合に不利になる傾向があると考え

られる場合、当該法域内の企業の国際競争力を損なうなど、国益に反することを理由に

当該項目の開示が法令等において禁止されることはまったく想定されないわけではない

と考えられる。 

10. サステナビリティ開示基準の設定主体は、各法域においてどのように法令等が定められ

るかについて関与することはできないことを前提として基準開発を行う必要がある。こ

のような状況における選択肢としては、次のようなものが考えられる。 

(1) 特定の法域において特定の項目の開示が禁止されている場合であっても当該項目の

開示を求め、実質的にその法域においてサステナビリティ開示基準に準拠できない

こととする。 

(2) 特定の法域において特定の項目の開示が禁止されている場合には、その旨及びその

根拠となる法令の規定を開示することを条件に、サステナビリティ開示基準に準拠

できることとする。 

ISSB の提案は、(2)である。 

11. ISSB の提案に従った場合、ある法域において開示が禁止されていることを理由に特定の

項目について開示がなされない場合であっても、その旨及びその根拠となる法令の規定

の開示があれば、IFRS サステナビリティ開示基準に準拠できることとなり、当該項目の

開示が禁止されていない法域の企業が開示を行うことにより不利になる可能性がある。

このため、当委員会は、「法令により開示が禁止されている事項」について、法令で禁止

されていればどのような場合でも開示の省略が認められるとするのではなく、例えば、

IFRS サステナビリティ開示基準に準拠することで環境又は人権に著しい不利益が生じる

場合に限るなど、一定の制約を課すべきとのコメントを行った（前述の第 6項参照）。 

（S1 基準案の定めを日本版 S1 基準に受け入れるか） 

12. 当委員会は、ISSB に対し、前述の第 6 項のようにコメントを行ったものの、本論点につ

いては ISSB において再審議が行われなかったため、S1 基準案どおりに確定する蓋然性

が高いと考えられる。 
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13. 当委員会が開発するサステナビリティ開示基準は、金融商品取引法が求める開示の枠組

みに組み込まれることが想定されている。ここで、法令に違反するような開示を求める

ことは現実的ではなく、S1基準案第62項の定めを日本版S1基準に取り込むことにより、

「法令により開示が禁止されている事項」について開示を免除した上で、その旨及びそ

の根拠となる法令の規定を開示することを求めることが考えられるがどうか。 

14. また、準拠表明については、S1 基準案第 91 項と同様の定めを日本版 S1 基準においても

定めた上で、S1 基準案第 62 項の定めを日本版 S1 基準に取り込む場合には、その定めに

従い情報を省略した場合であっても当委員会が公表するサステナビリティ開示基準の関

連する定めのすべてに従いサステナビリティ関連財務開示を作成した旨の記載を行うこ

とができることを明確にするため、S1 基準案第 92 項の定めも取り込むことが考えられ

るがどうか。 

文案 

15. 本資料における事務局提案を踏まえた日本版 S1基準の文案イメージは、以下のとおりで

ある。 

（HP では非公表） 

ディスカッション・ポイント 

① 法令により開示が禁止されている事項と準拠表明に関する以下の事務局提案

について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

  (1) S1 基準案第 62項、第 91項及び第 92 項と整合的に、これらの定めを日本

版 S1 基準に受け入れる。 

② 日本版 S1基準の文案イメージについて、ご意見をいただきたい。 

③ 法令により開示が禁止されている事項と準拠表明に関して、他に検討すべき事

項があればご意見いただきたい。 

以 上 


